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3月24日の基準価額の下落について

2020年3月24日に基準価額が前営業日比5%以上下落したファンドについてお知らせいたします。
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【該当ファンド】

【市場動向】

3月23日 3月24日 23日から24日の騰落率

日経平均株価 16,887.78 18,092.35 +7.13%

TOPIX(東証株価指数) 1,292.01 1,330.10 +3.18%

円/米ドル 110.82 110.63 -0.17%

3月20日 3月23日 20日から23日の騰落率

MSCI米国REIT指数 790.88 757.71 -4.19%

S&P500種株価指数 2,304.92 2,237.40 -2.93%

ダウ工業株30種平均 19,173.98 18,591.93 -3.04%

S&P 米国優先REIT指数 2,876.83 2,558.67 -11.06%

＜下落の背景について＞

23日の米国株は大幅続落となりました。背景としては、大型の米景気対策法案が大統領選を見据えた民主党の反

対により難航したことが嫌気されました。またFRB（米連邦準備制度理事会）は、債券の無制限購入を盛り込んだ

大型経済支援策第２弾を発表しましたが、矢継ぎ早の大胆な対策が逆にマーケットに不安を与えた感もあり、取引

時間中のリスクオフ指向は覆りませんでした。一方で大手ハイテク株が相対的に堅調推移となった他、原油市場への

介入を模索している米国がサウジアラビアと協調すると報じられ、原油が反発に転じるなど明るい兆しも見えつつありま

す。更に東京時間に入り、米国の大型景気対策法案について可決の公算が高まっていると報じられています。未だ感

染拡大中の米国ではありますが、金融、財政の大きな両輪の歯車が漸く噛み合い始めてきたことは市場にとって重要

なサポート材料となります。足元はまだ感染抑止策による経済停滞が懸念され、そうしたニュースフローに一喜一憂す

ることも予想されますので、引き続き市場動向に細心の注意を払って参ります。

ファンド名 基準価額 前営業日比
前営業日比
騰落率

パインブリッジ米国優先REITファンド 2016-03（為替ヘッジあり）／単位型投信
（愛称：マンハッタン3（為替ヘッジあり））

6,465 -634 -8.93%
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重要な注意事項：投資信託に関する留意点

お客様が実際にご購入される個々のファンドに適用される費用やリスクとは内容が異なる場合がありますのでご注意下さい。
下記に記載しているリスクや費用項目につきましては、一般的な投資信託を想定しております。費用の料率につきましては、パイン
ブリッジ・インベストメンツ株式会社が運用するすべての投資信託のうち、徴収する個々の費用における最高の料率を記載しており
ます。
投資信託に係るリスクや費用は、投資信託により異なりますので、ご投資をされる際には、事前に必ず「投資信託説明書（交付
目論見書）」や契約締結前交付書面をご覧いただき、投資に関する最終決定はお客様ご自身の判断でなさるようお願い申し
上げます。

［お申込みに際しての留意事項］
●投資信託に係るリスクについて
投資信託は、主に国内外の株式や公社債等の値動きのある証券を投資対象とし投資元本が保証されていないため、当該資産
の市場における取引価格の変動や為替の変動等により投資一単位当たりの価値が変動します。従ってお客様の投資された金額
を下回ることもあります。又、投資信託は、個別の投資信託毎に投資対象資産の種類や投資制限、取引市場、投資対象国等
が異なることから、リスクの内容や性質が異なりますので、ご投資に当たっては「投資信託説明書（交付目論見書）」や契約締
結前交付書面を必ずご覧下さい。

［ご投資いただくお客様には以下の費用をご負担いただきます］
●投資信託に係る費用について

申込時に直接ご負担いただく費用 購入時手数料（申込手数料） 上限3.85%（税抜3.5%）

換金時に直接ご負担いただく費用 信託財産留保額 上限 0.5%

投資信託の保有期間中に間接的に

ご負担いただく費用
運用管理費用（信託報酬） 上限年1.98%（税抜1.8%）

その他費用
上記以外に保有期間等に応じてご負担いただく費用があります。「投資
信託説明書（交付目論見書）」、契約締結前交付書面等でご確認
下さい。
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